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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期
第３四半期
連結累計期間

第６期
第３四半期
連結会計期間

第５期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 23,984,86410,405,49428,353,670

経常利益（千円） 887,509 803,031 739,151

四半期純損失（△）又は当期純利益（千円） △1,552,799△734,5661,750,741

純資産額（千円） － 9,777,01810,695,572

総資産額（千円） － 41,814,16341,434,263

１株当たり純資産額（円） － 150.80 164.95

１株当たり四半期純損失金額（△）又は１株当たり当期純利益金額

（円）
△23.95 △11.33 27.00

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 23.4 25.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△5,234,612 － △3,400,518

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△452,347 － 2,330,032

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
4,570,969 － △1,091,851

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 3,394,4064,492,076

従業員数（人） － 686 655

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

３．第６期第３四半期連結累計期間及び第６期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 686     

　（注）　従業員数は、就業人員で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 17     

　（注）１．従業員数は、就業人員で記載しております。

２．従業員は、連結子会社の㈱宮地鐵工所および宮地建設工業㈱からの出向者であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　第１四半期連結会計期間から鋼構造物事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業

利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、製品別で記載しております。

(1）生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。

製品別
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

橋梁（千円） 9,280,341

建築他（千円） 604,117

合計（千円） 9,884,458

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注状況

当第３四半期連結会計期間の受注状況を製品別に示すと、次のとおりであります。

製品別

受注高 受注残高
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

橋梁（千円） 7,726,437 40,377,962

建築他（千円） 386,019 1,302,879

合計（千円） 8,112,456 41,680,841

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績を製品別に示すと、次のとおりであります。

製品別
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

橋梁（千円） 9,656,484

建築他（千円） 749,009

合計（千円） 10,405,494

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　※　橋梁とは、新設橋梁の設計・製作・現場施工、既設橋梁の維持・補修・補強、橋梁周辺鋼構造物、複合構造物の設計・

製作・現場施工、プレストレスト・コンクリート橋梁、ＦＲＰ構造物、その他土木事業であります。

　建築他とは、大空間・超高層建築物、鉄塔、煙突、工場建物、その他鋼構造物の製作・現場施工、既設構造物の耐震・免

震工事、その他の事業であります。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的金融不安による経済の減速や為替円高の影響から輸　

出、国内生産ともに大幅に減少し、企業収益や資金調達環境の悪化、雇用不安の現実化など、急速に悪化いたしまし

た。

　当社グループの主力事業である橋梁事業につきましては、総合評価制度の浸透により落札価格は安定化の傾向に

あります。しかしながら、鋼材の価格は高止まりのままであり、調達難は解消されないなど依然状況は厳しく、公共

投資の縮減傾向もあり全体として低調に推移いたしました。

　当社グループは、グループ各社の協力関係の更なる強化を図り、製作・架設力などの総合エンジニアリング力を最

大限活かし、受注、売上、利益の安定確保に努めているところであります。

　当第３四半期連結会計期間の売上高につきましては、生産効率化など中期経営計画諸施策が奏功したこともあり、

工場生産、現場工事ともに順調に推移し104億５百万円となりました。

　受注高につきましては、厳しい受注競争が続くなか、採算性重視の営業活動を継続した結果81億12百万円となりま

した。

　損益につきましては、従来から推し進めている原価管理の徹底、経費削減の効果などから上半期に比べ大幅に改善

し、営業利益は８億３百万円、経常利益は８億３百万円となりました。しかしながら、株式市場の大幅な下落による

投資有価証券評価損９億83百万円および違約損失引当金繰入額４億42百万円を特別損失に計上したことなどから

四半期純損失は７億34百万円となりました。

　今後の当業界につきましては、鋼材をはじめとする原材料価格の高騰が沈静化しつつあるなど一部に改善が期待

されるものの、道路特定財源の一般財源化問題などもあり、取り巻く環境はなお予断を許さない状況であります。

　このような環境下当社グループは、選別受注の徹底、総合評価方式への入札対応などの受注競争力の強化、コスト

競争力の強化を進めるとともに設計変更および原価縮減策など工事採算の更なる改善に努め、受注の確保、収益の

向上を図ってまいります。
 
(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は33億94百万円となり、第２

四半期連結会計期間末と比較して５億21百万円の減少となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は37億54百万円となりました。

　主な要因は、仕入債務の増加16億25百万円や未成工事支出金等の減少８億円で資金の増加があったものの、大型工

事や民間工事が例年に比べ増加したことにより、売上債権の増加62億68百万円となって資金が減少したためであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は76百万円となりました。

主な要因は、有形固定資産の取得による支出78百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は33億９百万円となりました。

　主な要因は、短期借入金の増加34億円であります。
 
(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 
(4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、８百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 276,778,000

計 276,778,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年2月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 69,194,543 69,194,543
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数1,000株

計 69,194,543 69,194,543 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日
－ 69,194 － 3,000,000 － 12,757,731

 

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

 

1,088,000
－ 単元株式数1,000株

（相互保有株式） 

普通株式

 

3,269,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 64,476,000 64,476 同上

単元未満株式 普通株式 361,543 － －

発行済株式総数 69,194,543－ －

総株主の議決権 － 64,476 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が４個含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

宮地エンジニアリンググ

ループ㈱

東京都中央区日本橋

大伝馬町７番５号
1,088,000－ 1,088,000 1.57

㈱宮地鐵工所
東京都中央区日本橋

大伝馬町７番５号
2,060,000－ 2,060,000 2.98

宮地建設工業㈱
東京都中央区日本橋

大伝馬町７番５号
1,200,000－ 1,200,000 1.73

エム・ケイ・エンジ㈱
東京都中央区日本橋

小伝馬町17番16号
9,000 － 9,000 0.01

計 － 4,357,000－ 4,357,000 6.30

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 107 111 129 106 98 78 62 62 76

最低（円） 80 93 102 91 76 55 39 46 48

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条

第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、東陽監査法人、公認会計士早野勝義氏及び公認会計士藤本欣哉氏による四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,431,406 4,527,175

受取手形・完成工事未収入金 15,181,355 11,259,656

未成工事支出金 3,394,694 4,646,073

その他 1,121,808 1,530,282

貸倒引当金 △33,824 △336,006

流動資産合計 23,095,439 21,627,181

固定資産

有形固定資産

土地 11,975,727 11,975,727

その他（純額） ※
 3,221,900

※
 3,291,864

有形固定資産計 15,197,628 15,267,591

無形固定資産 59,568 61,059

投資その他の資産

投資有価証券 2,963,912 3,770,733

その他 589,538 804,046

貸倒引当金 △91,925 △96,350

投資その他の資産計 3,461,526 4,478,430

固定資産合計 18,718,723 19,807,081

資産合計 41,814,163 41,434,263

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 7,946,232 8,853,111

短期借入金 11,572,309 6,912,306

未払法人税等 33,266 41,810

未成工事受入金 3,878,028 5,047,686

工事損失引当金 475,100 975,340

違約損失引当金 761,400 511,143

その他の引当金 118,158 219,604

その他 912,856 1,385,869

流動負債合計 25,697,350 23,946,872

固定負債

長期借入金 90,228 174,954

再評価に係る繰延税金負債 3,971,210 3,971,210

退職給付引当金 2,152,009 2,271,037

その他の引当金 71,349 71,349

その他 54,997 303,268

固定負債合計 6,339,795 6,791,819

負債合計 32,037,145 30,738,691
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,000,000 3,000,000

資本剰余金 4,148,556 4,148,960

利益剰余金 △1,927,657 △386,940

自己株式 △943,326 △943,234

株主資本合計 4,277,571 5,818,785

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 204,884 △417,775

土地再評価差額金 5,294,562 5,294,562

評価・換算差額等合計 5,499,446 4,876,786

純資産合計 9,777,018 10,695,572

負債純資産合計 41,814,163 41,434,263
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

完成工事高 23,984,864

完成工事原価 21,976,541

完成工事総利益 2,008,322

販売費及び一般管理費 ※
 1,382,443

営業利益 625,879

営業外収益

受取利息 6,716

受取配当金 74,507

負ののれん償却額 216,502

その他 108,302

営業外収益合計 406,028

営業外費用

支払利息 121,677

その他 22,720

営業外費用合計 144,397

経常利益 887,509

特別利益

貸倒引当金戻入額 6,235

固定資産売却益 1,948

特別利益合計 8,183

特別損失

投資有価証券評価損 1,714,463

違約損失引当金繰入額 442,035

その他 17,904

特別損失合計 2,174,403

税金等調整前四半期純損失（△） △1,278,710

法人税、住民税及び事業税 22,686

法人税等調整額 251,402

法人税等合計 274,088

四半期純損失（△） △1,552,799
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

完成工事高 10,405,494

完成工事原価 9,141,246

完成工事総利益 1,264,247

販売費及び一般管理費 ※
 460,272

営業利益 803,974

営業外収益

受取利息 1,564

受取配当金 30,371

その他 20,346

営業外収益合計 52,282

営業外費用

支払利息 50,225

その他 2,999

営業外費用合計 53,225

経常利益 803,031

特別利益

貸倒引当金戻入額 6,340

特別利益合計 6,340

特別損失

投資有価証券評価損 983,942

違約損失引当金繰入額 442,035

その他 12,793

特別損失合計 1,438,771

税金等調整前四半期純損失（△） △629,400

法人税、住民税及び事業税 2,041

法人税等調整額 103,125

法人税等合計 105,166

四半期純損失（△） △734,566
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,278,710

減価償却費 298,645

負ののれん償却額 △216,502

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,606

工事損失引当金の増減額（△は減少） △500,240

違約損失引当金の増減額（△は減少） 250,256

受取利息及び受取配当金 △81,224

支払利息 121,677

為替差損益（△は益） 221

持分法による投資損益（△は益） △1,672

投資有価証券評価損益（△は益） 1,714,463

売上債権の増減額（△は増加） △3,921,859

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 1,259,045

仕入債務の増減額（△は減少） △903,931

未成工事受入金の増減額（△は減少） △1,169,658

その他 △129,299

小計 △4,565,396

利息及び配当金の受取額 81,224

利息の支払額 △120,285

法人税等の支払額 △26,485

課徴金等の支払額 △603,670

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,234,612

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △236,674

投資有価証券の取得による支出 △222,349

貸付けによる支出 △8,218

貸付金の回収による収入 10,627

その他 4,266

投資活動によるキャッシュ・フロー △452,347

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,850,000

長期借入金の返済による支出 △274,723

配当金の支払額 △753

その他 △3,554

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,570,969

現金及び現金同等物に係る換算差額 △221

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,116,212

現金及び現金同等物の期首残高 4,492,076

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 18,542

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,394,406
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1）連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、㈱アルプス技工は重要性が増したため、連結の範囲

に含めております。また、熊谷建設興業㈱は第１四半期連結会計期間末（みなし清算

日）に清算したため、当第３四半期連結累計期間は平成20年４月１日から平成20年

６月30日までの３か月間を連結しております。

 (2）変更後の連結子会社の数

７社

２．持分法の適用に関する事

項の変更

持分法適用非連結子会社　

①　持分法適用非連結子会社の変更　　

第１四半期連結会計期間より、㈱エム・アイ・シーは重要性が増したため、持分

法適用の範囲に含めております。

 ②　変更後の持分法適用非連結子会社数　

１社

 ３．会計処理基準に関する事

項の変更

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

材料貯蔵品

　従来、先入先出法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間よ

り「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）が適用されたことに伴い、先入先出法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

 (2）リース取引に関する会計基準等の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から

適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれら

の会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用してお

ります。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定

方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

２．一般債権の貸倒見積高の算定

方法

　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したも

のと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使

用して貸倒見積高を算定しております。

３．法人税等並びに繰延税金資産

及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重

要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会

計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方

法によっております。

 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　法人税法の改正を契機として耐用年数の見直しを行い、第１四半期連結会計期間より機械装置について、耐用年数の変

更を行っております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ28,731千円減少、税金等調整前四半期純損

失は同額増加しております。
 
（違約損失引当金） 

　連結子会社の㈱宮地鐵工所は、当第３四半期連結会計期間より独占禁止法違反による損害賠償を含めた違約損失引当金

を計上しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、12,551,622千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、12,375,556千円であ

ります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給料諸手当及び賞与 594,405千円

旅費交通費 82,654千円

退職給付費用 59,205千円

 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給料諸手当及び賞与 199,077千円

旅費交通費 25,253千円

退職給付費用 19,638千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金預金勘定 3,431,406千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △37,000千円

現金及び現金同等物 3,394,406千円

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 69,194千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 4,361千株
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　鋼構造物事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 150.80円 １株当たり純資産額 164.95円

 

２．１株当たり四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 23.95円 １株当たり四半期純損失金額 11.33円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純損失（千円） 1,552,799 734,566

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 1,552,799 734,566

期中平均株式数（千株） 64,837 64,834

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

（損害賠償の請求）

　連結子会社の株式会社宮地鐵工所は、平成20年５月23日に国土交通省から、鋼橋上部工事の入札談合に係る損害

賠償の請求を受けました。今後の対応につきましては、請求内容を慎重に検討し対処してまいります。

　また、同社は平成20年６月26日に東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社

および独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構から、旧日本道路公団が発注した鋼橋上部工事の入札談合

に係る損害賠償の請求を受けました。上記４社は、平成20年12月19日に同社に対して、損害賠償を求める独占禁止

法第25条に基づく訴訟を東京高等裁判所に提訴しました。今後の対応につきましては、請求内容・提訴内容につ

いて外部専門家等の助言を得て慎重に対処してまいります。なお、同社は受注案件に係る損害賠償の支出に備え

るため引当金を計上しております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年２月５日

宮地エンジニアリンググループ株式会社
取締役会　御中

 

東陽監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 赤井　則夫　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 木曽　安一　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 澁江　英樹　　印

 

公認会計士早野勝義事務所
   公認会計士 早野　勝義　　印
 

藤本公認会計士事務所
   公認会計士 藤本　欣哉　　印
 

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている宮地エンジニアリンググ

ループ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、宮地エンジニアリンググループ株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。
 
　追記情報

１．　会計処理基準に関する事項の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は第１四半期連結会計期間より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用して四半期連結財務諸表を作成

している。

２．　会計処理基準に関する事項の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は第１四半期連結会計期間より

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　最終改正平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号　最終改正平成19年３月30日）を適用して四半期連結財務諸表を

作成している。

３．　追加情報に記載されているとおり、連結子会社株式会社宮地鐵工所は当第３四半期連結会計期間より独占禁止法違反

による損害賠償を含めた違約損失引当金を計上している。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員並びに早野勝義及び藤本欣哉との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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